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研究成果の概要（和文）：本研究では、「対米協調」路線を進めていた池田政権が、なぜ米国が敵対視するカス
トロ政権と国交を維持したのかを探り、この政策形成過程の実証的な分析を行うことを目的とした。今回、次の
ことが明らかになった。1) 池田政権の対キューバ外交は特殊ではなかった。2) 占領期以降、日本はキューバ糖
に大きく依存し、この状況が対キューバ路線を左右した。3) 1950年代後半から日本はキューバと通商条約の交
渉を進めたが、進展はななかった。しかし、この状況はキューバ革命後大きく変わり、1960年には通商条約を締
結した。池田政権は米国の対キューバ強硬路線で念願の条約を失うこと恐れ、キューバとの国交維持した。

研究成果の概要（英文）：This research undertook an empirical analysis to explain why Ikeda 
administration (a government with a clear pro-American posture) maintained its diplomatic relations 
with Castro's Cuba, despite the fact that this regime was hostile to the United States.
The result of the research was the following: 1) The foreign policy of Ikeda administration was not 
special, it was very similar to other allies of the United States 2) Since the US occupation, Japan 
maintained a strong dependence on Cuban sugar, this situation had a decisive effect on Japan's 
foreign policy towards Cuba. 3) From the second half of 1950s, Japan had promoted with Cuba a 
negotiation of a trade treaty, but it did not achieve an advance. However, after the triumph of the 
Cuban Revolution, this situation changed. Finally, in 1960, both countries signed the trade treaty. 
For this reason, Ikeda refused to follow the guidelines of US  anti-Cuban policy, because it 
involved throwing away the treaty that had cost a lot of effort.

研究分野：国際関係論
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１．研究開始当初の背景 
 研究開始当初（2014 年）、日本外交史研究

において「戦後日本外交史」の史料分析研究

が増加していた。現在でも、その状況は続い

き、「戦後外交史」においては、1980 年代ま

での史料分析が行われ、従来の日米関係の研

究のみならず、「資源外交」など新しいテー

マの研究が行われてきた（白鳥、2015 年）。 

 「戦後日本外交史」の増加の最大の理由は

2001 年に施行された「情報公開法」の存在で

ある。その結果、日本政府内部の文書が閲覧

可能になり、それまで分からなかった省庁内

部の動きを把握することが可能になった。ま

た、「情報公開法」以外にもアメリカ合衆国

国立公文書館（NARA）へのアクセスの改善も

重要な影響を及ぼした。よって、日本側の資

料では分からなかった政策過程を明らかに

することができた。さらに、隣国（中国、韓

国、ロシア）やオーストラリア・欧州などの

「外交史料館」へのアクセスも拡大し、長年

間日本外交史研究において主導方法であっ

た「日米史料分析」が徐々に多角化していた

ことも「戦後外交史」における史料分析研究

の増加の理由であった。 

 1960 年代の史料分析研究においては研究

開始当初は池田政権の外交研究が増加して

いた（波多野、2004 年、金 2008 年、鈴木 2008

年、吉次、2009 年）。池田勇人は「所得倍増」

を揚げて日本の高度成長時代を牽引したが、

外交面では日本が欧米と並ぶ「自由主義陣営

の三本柱」という枠組みを打ち出し、国際社

会における日本の役割を模索した。従来の研

究は池田の対外政策を「対米協調」外交と定

義してきたが、この外交像の再検討をする研

究が当時は多く、「対米自主」の側面があっ

たことが明らかにしていた。 

しかし、池田外交のみならず、他の時代に

おいても外交史料分析のほとんどが対米、対

アジア政策に集中し、他の地域を対象にした

研究は必ずしも十分とは言えなかった。 

 筆者は、この点に注目し、日本とラテンア

メリカ関係に研究を進めきていた。研究を開

始する前には、外交史料に基づいて中南米外

交史（Romero 2009; Romero 2010a, Romero 

2010b）、また占領期の日本の対ラ米政策の分

析を行っていた（Romero 2012）。 

以上の成果を踏まえて、筆者はまだ十分に

解明されていない池田政権の対ラ米政策、特

に対キューバ政策の分析をすることを試み

た。 

1959 年の革命の勝利以降、フィデル・カス

トロ率いる革命政府は従来の親米路線を放

棄し、ソ連の同盟国になる。これを警戒した

アイゼンハワー政権（1953〜1961 年）は、1961

年にキューバとの国交を断絶し、経済制裁を

進めた。また 1962 年には、続くケネディー

政権（1961〜1963 年）が、ラ米諸国と組んで

キューバを米州機構から除名した。さらに

「西側陣営」にも協力を求めた。西ドイツは、

1963 年にキューバ革命政府と国交を断絶し

たが、英・加などは国交を維持した。 

一方、池田政権は、カストロ政権と国交を

維持したのみならず、米政府の経済制裁には

反対表明した。しかもキューバと通商協定

（1960 年）まで締結した。その意味で、この

政策は池田政権の「対米協調」外交像とは対

照的であり、「対米自主」として捉えること

ができる。 

 なお先行研究は、日本の「キューバ糖依存」

がこの政策決定につながったと論じてきた。

確かに多くの砂糖を必要とする日本料理に

とってこの資源を確保するのは死活問題で

あり、日本市場を占めていた沖縄の砂糖が戦

後初期には一時的に閉じられていたことを

考えると、キューバと国交を維持することは

説得力がある。しかし研究開始当時、日・玖

通商協定締結の研究を行った田中（2012）の

研究を除いて、「キューバ糖依存説」を一次

資料に基づいて実証的に分析した研究は菅

見では存在しない。しかも、キューバ糖貿易



問題が日本外交と対米関係に与えた影響の

分析も不足している。 

 以上のことから本研究は、先行研究が注目

していない点を取り上げ、池田政権の外交ス

タイルの理解を深めると共に、戦後日本の対

ラ米政策の実態とキューバ糖貿易関係の歴

史理解を深めることを試みた。 

 

２．研究の目的 

 本研究では、1960 年代前半の日本の対キュ

ーバ政策を検討することにより、池田勇人内

閣（1960〜1964 年）の「対米協調」外交像を

再検討することを目的としている。また当時

「対米協調」路線を進めていた池田政権が、

なぜアメリカ合衆国が敵対視するカストロ

政権と国交を維持したのかを探り、この政策

形成過程の実証的な分析を行うことを目的

とした。 

 また本研究の具体的な目的として、1)「キ

ューバ糖依存」が池田政権の政策決定に与え

た影響を解明すること。2）キューバを巡る

日米間の葛藤を解明することを試みた。 

 

３．研究の方法 

 本研究では、2 つの点を並行して行った。

一つは「キューバ砂糖依存」が池田政権の対

キューバ政策決定に与えた影響を解明する

ことである。もう一つはキューバ問題が日米

関係に与えた影響を解明することである。 

 以上の点に念頭を置きながら本研究では、

なぜ「対米協調」路線を進めていた池田政権

が、アメリカ合衆国が敵対視するカストロ政

権と国交を維持したのかを探り、この政策を

一種の「対米自主」路線として捉え、池田政

権の「対米協調」外交像の検討を試みた。そ

の際に、日本、メキシコ、アメリカ合衆国の

外交史料に二次資料の分析を加えて、戦後の

砂糖市場の実態も明らかにしながら、池田政

権の対キューバ政策の歴史を描くことを進

めることを試みた。 

４．研究成果 

 研究を進める時に、最初に池田勇人という

人物を理解する必要があった。池田に関する

情報は多いものの、病気の影響で池田は首相

を辞任し、1 年後に死亡する。その結果、池

田が書いた回想録もなく、側近が書いた人物

像を辿りにする必要があった。これはケネデ

ィーも同じであった。1963 年 11 月に暗殺さ

れるので、他の大統領とは異なり、回想録は

存在しない。この問題点を踏まえて、最初に

池田勇人の人物像を調べ、その内容をメキシ

コの歴史雑誌『istor』で出版した。『istor』

はスペイン語圏における重要な歴史雑誌で

ある。 

 次に筆者着目したのが、池田政権の対キュ

ーバ政策がどこまでユニークであったこと

である。そのために、米国の同盟国であり、

カストロ政権と国交を維持したメキシコ、英

国、カナダ、フランス、スペインとの比較分

析を行った。各国の特徴と日本の事例を比較

し、池田政策が決してユニークではなかった

ことを指摘したが、国内政治の安定のために、

キューバと国交を維持したメキシコとは似

ていないことがわかった。また指導者のカリ

スマ性（カナダ、フランス、スペイン）も影

響していなかったことがわかった。日本はど

ちらかというと、英国のように経済や資源

（砂糖）を優先した事例である。この分析の

成果を日本ラテンアメリカ学会で発表し、上

智大学が発行する『イベロアメリカ研究』で

出版することができた。 

 続いて、池田の対キューバ外交の史料分析

を行う際に、筆者が当初注目していたのは、

池田政権がキューバとの良好関係を維持す

る努力を進めていたことである。ところが、

日本外交史料館とNARAの史料を分析すると、

吉田茂（1948〜1954 年）が試みた通商協定交

渉（最終的に失敗に終わる）と岸信介政権

（1957〜1960 年）の対ラテンアメリカ政策が

池田政権の対キューバ政策に大きな影響を



及ぼしたことがわかった。したがって、この

情報を整理することを優先した。 

 占領期から日本がキューバ糖に依存して

いたことは多くの文献で指摘されていた。吉

田政権は、いずれ日本がアジア太平洋地域の

砂糖を輸入すると考えていた。それでもキュ

ーバ糖依存は当面続くと考えた吉田政権は

キューバに接近した。しかし、史料を分析す

ると、吉田政権は日本の対ラテンアメリカ政

策においてキューバと通商協定を結ぶこと

が重要であることを考えていた。キューバは

中南米の少ない GATT の加盟国であり、通商

協定を締結すれば、他の中南米諸国との貿易

関係が改善すると考えていたからである。 

 以上の点に確信できた理由は、2015 年にキ

ューバの外交史料館に足を運べたからであ

る。研究開始の時は、キューバの政治事情で

史料を見ることはできなかったが、キューバ

側の政策変更によって、国外の研究者が史料

を見ることが可能になった（限定的である

が）。キューバで得た情報で、キューバ側が

どのように日本を見ていたのかがわかり、

1954 年の通商協定交渉が研究の進路を大き

く変えた。この史料分析の成果は、残念なが

ら時間の関係で発表できなかったが、今年に

学術雑誌に発表する予定である。 

 岸政権の場合、キューバと通商条約を締結

する政権であり、その過程を田中（2012 年）

が既に説明している。そこで筆者が注目した

のは、1960 年の通商協定ではなく、戦後日本

政府の対ラ米政策における対キューバ政策

の位置である。砂糖の存在は重要であったが、

キューバは日本の輸出先になることを日本

側は期待していた。この状況はキューバ革命

後も変わらず、岸は 1959 年のラ米歴訪にお

いてキューバ訪問を考えていたことが史料

で明らかになった（最終的には実現しなかっ

た）。この史料分析は日本国際政治学会で発

表し、その内容をまとめ、学術雑誌に出版す

る予定である。 

 以上が研究成果である。池田政権がキュー

バと国交を維持した説明として「キューバ糖

依存説」は部分的に正しいものの、日本政府

にとって砂糖以外にもキューバを重視する

理由があったことが史料分析で分かった。 

 日本は 1954 年からキューバと通商協定の

締結を進めていたが、失敗した。しかし、1960

年にキューバ革命政権が最終的に同意し、念

願の協定を締結した。その矢先に米国がキュ

ーバと国交断絶し、同盟国に同様の政策を進

めるように圧力をかけた。池田政権はキュー

バ糖を失うことはできなかったが、同時に長

時間かかった通商協定をゴミに捨てること

もできなかった。また、キューバとの関係日

本の対ラテンアメリカ政策と大きく関係し

ていたことも警戒していた。結局、これらの

理由が「対米自主」外交につながった。最後

に、今回の研究では、「資源外交」を動かす

要因が様々であるとこが明らかになった。 

 しかし、想定しなかった史料を手に入れた

ことが当初予定していた研究を遅らせるこ

となった。残った史料分析を進めるのが今後

の課題である。平成３０年度から筆者が申請

した研究企画書が日本学術振興会の「基盤 C」

に採択された。したがって、今までの史料分

析を続け、今後は 1960 年代における日本の

砂糖外交とキューバ関係を進める予定であ

る。 
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